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様式第 1号 

会 議 録 

 

会 議 の 名 称 令和４年度第２回所沢市情報公開・個人情報保護審議会 

開  催  日  時 
令和４年９月２７日（火） 

午後１時３０分 から 午後３時２５分まで 

開  催  場  所 所沢市役所 ５階 ５０１会議室 

出席者の氏名 
千草孝雄（会長）、今井正志、小澤峰子、長田悦子、田口義明、 

藤本浩志、松本守 

欠席者の氏名 近藤宏一（職務代理） 

説明者の職・氏名 

市民相談担当参事 高橋国弘 

市民相談課市政情報センター所長 田中栄治 

市民相談課主事 木野田愛理 

議    題 

(１）個人情報保護制度の見直しについて（諮問第９２号） 

(２）報告事項 

  ・防犯カメラの設置に関する報告 

(３）その他 

  ・次回の審議会の日程について 

会 議 資 料 

資料№１   諮問書及び添付資料（諮問第９２号） 

資料№２   防犯カメラの設置に関する報告 

資料№３   個人情報の保護に関する法律（抜粋） 

資料№４   所沢市自治基本条例新旧対照表（附則第４条関係） 

       所沢市情報公開・個人情報保護審査会条例新旧対照表 

（附則第５条関係） 

        所沢市情報公開・個人情報保護審議会条例新旧対照表 

（附則第７条関係） 

        所沢市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例

新旧対照表（附則第９条関係） 

担 当 部 課 名 

市民部市民相談担当参事           高橋国弘 

市民部市民相談課市政情報センター所長 田中栄治 

市民部市民相談課市政情報センター主事 木野田愛理 

                   電 話  ０４（２９９８）９２０６ 
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様式第２号 

発言者 審議の内容（審議経過・決定事項等） 

高 橋 参 事 ・会議の開会を宣言 

・委員８名のうち過半数である７名が出席していることから、会議が成立してい

ることを確認 

千 草 会 長 （挨拶） 

高 橋 参 事 ・事務局職員を紹介 

議 長 （これより、審議会条例第７条第１項に基づき、千草会長が進行する。） 

・配布資料の確認（事務局が資料の確認を行った。） 

・傍聴者の確認（傍聴者なし。） 

 議事（１） 個人情報保護制度の見直しについて（諮問第９２号） 

議 長 では、本日の議事に入ります。審議内容について実施機関から説明してく

ださい。 

田 中 所 長 今回は、諮問書の一番下の段にあるように、所沢市個人情報保護法施行

条例の制定について審議をお願いするものです。 

次に、右上に 諮問第９２号 資料１と書かれている「個人情報保護制度の

見直しについて（諮問）」をご覧ください。 

国は令和３年５月１９日に、「デジタル社会の形成を図るための関係法律の

整備に関する法律」による「個人情報の保護に関する法律」等の改正が公布

されました。 

また、令和４年４月２８日に、個人情報の保護に関する法律（以下「個人情

報保護法」という。）の政令や規則に加えて、ホームページにて下表の資料が

示されました。 

市政情報センターでは、その資料及び令和３年１１月時点における国の資

料を参考に検討し、個人情報保護法の円滑な施行に向けて、現条例の廃

止、所沢市個人情報保護法施行条例の制定等の整備を進めており、今回

は、法施行条例案について審議をお願いするものです。 

 次に、下段の「本市のスケジュール」をご覧ください。 

 制度改正に向けたスケジュールは、別紙「本市における個人情報保護制度

改正スケジュールのイメージ」のとおりです。本審議会においては、個人情報

保護制度改正に関して、次のとおりご審議いただくものです。 

 なお、市民に影響を及ぼす条例の制定・改廃にあたってはパブリックコメント

により市民等の意見聴取を行うこととされており、本制度改正においても市が

作成する条例素案等についてパブリックコメントを実施しました。 

次に、制度改正に向けたスケジュールにつきましては、諮問第９２号 資料

２と書かれている資料をご覧ください。 
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こちらは、制度改正に向けたスケジュールをイメージ化したものです。令和４

年６月から１１月までの間に様々なことを行い、市議会には１２月定例会に条

例案を提案する予定です。また、令和５年４月１日の改正法等の施行に向け

て、ホームページ等による住民への周知、職員への説明・研修等を行う準備

を進めてまいります。 

次に、右上に 諮問第９２号 資料３と書かれている資料をご覧ください。 

こちらは、先程申し上げましたパブリックコメントの実施に関するもので、令

和４年７月２１日から８月１９日までの間に市民等から意見を募集しました「所

沢市個人情報保護法施行条例（素案）へのご意見」の募集要項でございま

す。 

続きまして、その次の「所沢市個人情報保護法施行条例（素案）について」

をご覧ください。 

こちらの１ページ及び２ページにつきましては、前回の審議会で報告してお

りますが、条例で定めることができる事項につきまして改めてご説明いたしま

す。２ページをご覧ください。 

まず、手数料ですが、請求時の手数料は無料といたします。 

また、写し(コピー)が必要な場合は、別に定めるところにより、請求者は、コ

ピー代（１面につき１０円等）及び郵送料の実費を負担していただきます。請求

時の手数料及び写しが必要な場合の実費負担は現行どおりです。 

次に、その下の審議会への諮問ですが、所沢市個人情報保護法施行条例

を改正する場合などの個人情報保護制度等の運営に関する重要な事項につ

いては、所沢市情報公開・個人情報保護審議会で審議することができます。

ただし、個人情報保護法で運用する個人情報の取得、利用、提供等の取扱

いについて当審議会で審議することはできません。 

なお、番号法に基づく特定個人情報保護評価に関する諮問、情報公開制

度に関する諮問については、引続き当審議会で審議することができます。 

次に３ページをご覧ください。 

まず、表の左上にあります「個人情報開示請求の請求から決定までの期

限」でございます。こちらは、個人情報保護法の規定を用いるものとしておりま

すが、前回の審議会においてご質問がありましたことから、ご意見を伺う項目

に加えたものでございます。 

次に、中段の「要配慮個人情報」及び下段の「匿名加工情報」ですが、今回

の条例制定では規定しないものとして、また既に意見募集を実施した他市の

状況を踏まえまして、ご意見を伺う項目に加えたものでございます。 

まず、要配慮個人情報ですが、要配慮個人情報とは、人種、信条、社会的

身分、病歴などの本人に対する不当な差別、偏見、その他の不利益が生じな
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いようにその取扱いに特に配慮を要する個人情報でございまして、個人情報

保護法の規定で対応が可能であるため、条例制定時点では規定しないことと

するものです。 

次に、匿名加工情報ですが、特定の個人を識別できないように個人情報を

加工し、当該個人情報を復元できないようにした情報でございまして、いわゆ

るビッグデータと呼ばれる情報も匿名加工情報の一つです。行政機関等が保

有する匿名加工情報を民間等が利用するには、行政機関等匿名加工情報の

利用に関する契約における手数料を条例で定める必要がありますが、条例制

定時点では規定しないこととするものです。 

なお、都道府県と政令指定都市は令和５年４月の施行に合わせてこの制度

を導入することとなっておりますが、それ以外は任意であるため、必要性等の

調査をするなど研究していくことといたします。 

次に、右上に諮問第９２号 資料４と書かれている資料をご覧ください。 

こちらは、先程のパブリックコメント手続に市民の方からご意見が寄せられた

ことから、次の資料のとおりご意見とご意見に対する市の考え方について公表

するものでございます。なお、ご意見は１件で、公表は１０月１４日から１１月１２

日までを予定しております。 

次に、右上に諮問第９２号 資料５と書かれている資料をご覧ください。 

「個人情報の目的、定義、取扱い方法等はどのように変わるか（主な論点）」

ということで、６月の審議会においては、取扱い方法等についてご説明いたし

ましたが、目的、定義などを追加しました。表の一番上の段にお示ししたよう

に、令和５年度より個人情報の目的等は、表の左の列にあります条例からその

右側の列にあります個人情報保護法に規定や解釈が変わることを示しており

ます。 

まず、表の左上にあります目的ですが、条例では、公正で信頼される市政

の推進に役立てるとしていますが、新制度では、個人情報の有用性に配慮し

つつ、個人の権利利益を保護するとしております。 

個人情報保護法の目的をもう少し詳しく説明しますと、個人情報の保護だ

けではなく、データの利活用といった個人情報の有用性にも配慮しながら保

有している個人情報を適切に運用することが求められております。 

次に定義ですが、個人情報とは個人に関する情報であって、当該情報に

含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することが

できるものでございます。もう少し詳しく説明しますと、個人情報とは、職業、資

産の状況、健康状態といった個人に関する情報があって、氏名、生年月日、

顔写真といった他の個人に関する情報を組み合わせることにより、「あっ、この

人だ」ということがわかってしまう情報であると解されます。 
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また、個人情報保護法では、個人識別符号というものが定義されておりま

す。個人識別符号とは、個人に割り当てられた番号や個人の身体的な特徴を

データ化したものなどの情報で、その情報をコンピュータなどで読み取ると個

人を特定することができる文字・番号・記号などの情報のことです。例えば運

転免許証の番号、基礎年金番号、マイナンバー、顔の画像、指紋や手のひら

のデータなどがあります。 

次に、その下の要配慮個人情報、条例要配慮個人情報、匿名加工情報に

ついては、資料３で説明しておりますが、要配慮個人情報について補足いた

しますと、条例では原則として収集禁止としていますが、個人情報保護法で

は、法令や条例の定める所掌事項又は業務遂行に必要な場合に限り保有で

きるとしています。 

次に、個人情報の取扱方法ですが、６月の審議会でご説明をしております

ので、ここでは個人情報保護法の取得における修正事項と補足事項につい

てご説明いたします。 

修正事項ですが、６月の審議会においては「本人以外からの取得に制限は

ないが、保有時に制限あり」としておりました。その後、庁内のある職員から「こ

の表現だと本人以外からの取得は無制限であるという誤解を招くおそれがあ

るのでは」との指摘があり、所内で検討して「本人からの取得も含めて保有時

に制限あり」と修正いたしました。 

続いて補足事項ですが、こちらも取得に関することでございますが、本人か

ら書面により取得する際の利用目的の明示ということで、個人情報保護法第６

２条では行政機関等は本人から直接書面やメール等に記録された当該本人

の個人情報を取得する場合には、利用目的を明示しなければならないとされ

ております。 

利用目的の明示の具体例につきましては、恐れ入りますが、諮問第９２号 

資料３の裏面をご覧ください。 

４ 注意事項の一番下の段のうち、文字に薄く色を入れた部分「所沢市個

人情報保護法施行条例（案）の制定以外の目的には使用することはありませ

ん」が利用目的を明示した一例です。なお、地震、台風等による災害が発生

し、避難所が開設された場合の避難者名簿の作成といった緊急時等につきま

しては、利用目的の明示の適用が除外されます。 

次に、その下段にあります開示請求等及び審議会につきましては、先程の

素案のところでご説明いたしましたので、省略いたします。 

次に、その他のうち、安全管理措置と外部委託を追加しましたのでご説明

いたします。行政機関等においても個人情報の漏えい等について個人情報

の安全管理のために必要かつ適切な措置（安全管理措置）を講じる必要があ
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ります。安全管理措置は個人情報保護法第６６条に規定されており、行政機

関等が外部に委託した場合の受託者及び指定管理者にも適用されます。 

なお、当市のデジタル戦略課では、市保有の全ての情報資産に関する情

報セキュリティを確保するための方針、体制、対策等を包括的に定めた「所沢

市情報セキュリティポリシー」を策定しております。 

最後に、所沢市個人情報保護法施行条例（案）についてご説明いたしま

す。 

右上に諮問第９２号 資料６と書かれている資料をご覧ください。 

この条例は、本則４条、附則９条で構成されております。本則の第１条はこ

の条例の趣旨について定めております。第２条はこの条例における用語の定

義について定めております。第３条は開示請求に係る手数料等を定めてお

り、第１項では手数料の額を無料とし、第２項では写しの交付により保有個人

情報の開示を受ける者は、規則によりコピー代及び郵送料等の実費を負担し

ていただくことについて定めております。第４条は審議会への諮問として審議

会の所掌事項について定めております。 

次に附則として、第１条は施行期日（令和５年４月 1日）について定めており

ます。第２条は所沢市個人情報保護条例（以下「個人情報保護条例」という。）

の廃止について定めております。次に、その裏面をご覧ください。第３条は個

人情報保護条例の廃止に伴う経過措置として、現行条例による開示請求等の

処理、罰則に関する規定を第１項から第７項までで定めております。 

 次に資料２枚目の表と裏をご覧ください。 

第４条から第９条までにつきましては、所沢市自治基本条例等の一部改正

等を定めております。 

当日配布いたしました資料№ ４所沢市自治基本条例の一部改正の新旧

対照表をご覧ください。右側が現行の条文であり、左側が改正案となっており

ます。こちらは「別に条例」を「個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律

第５７号）」とすることで、根拠法令を変更する改正を行います。 

次に資料№ ４所沢市情報公開・個人情報保護審査会条例の一部改正の

新旧対照表をご覧ください。 

第 2条第１項の「所沢市個人情報保護条例（平成１３年条例第７号。以下「個人

情報保護条例」という。）第３０条」を「個人情報の保護に関する法律（平成１５年法

律第５７号）第１０５条第３項において準用する同条第１項」とすることで、根拠法

令を変更する改正を行います。また、同条第２項においても「及び個人情報条例

第２条第１項に規定する実施機関」を「の実施機関及び所沢市個人情報保護法

施行条例（令和４年条例第  号）第４条に規定する市の機関」とすることで、根拠

法令を変更するとともに文言の整理を行います。 
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次に資料№ ４所沢市情報公開・個人情報保護審議会条例の一部改正の

新旧対照表をご覧ください。 

第２条第１項の「所沢市個人情報保護条例（平成１３年条例第７号。以下「個人

情報保護条例」という。）」を「個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７

号）」にすることで根拠法令を変更する改正を行います。また、第３条第１項の「及

び所沢市個人情報保護条例第２条第１項に規定する実施機関」を「の実施機関

及び所沢市個人情報保護法施行条例（令和４年条例第  号。以下「個人情報

保護法施行条例」という。）第４条に規定する市の機関（第２号において「市の機

関」という。）」にすることで根拠法令を変更するともに文言の整理を行います。同

様に同項第２号の「個人情報保護条例」を「個人情報保護法施行条例」に、「実施

機関」を「市の機関」とすることで、根拠法令を変更するとともに文言の整理を行い

ます。第３条第２項については、個人情報保護条例の廃止に伴い、項を削りま

す。 

次に資料№ ４所沢市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条

例の一部改正の新旧対照表をご覧ください。 

第９条の「所沢市個人情報保護条例（平成１３年条例第７号）の趣旨にのっとり」

を「個人情報保護法施行に関する法律（平成１５年法律第５７号）の定めるところ

により」とすることで、根拠法令を変更する改正を行います。 

 なお、附則第８条は所沢市情報公開・個人情報保護審議会条例の一部改

正に伴う経過措置を定めておりまして、施行前である令和５年３月末までに、

防犯カメラの設置などについて審議会に報告することとされたものにつきまし

ては、施行後に開催される所沢市情報公開・個人情報保護審議会において

報告等ができる旨を定めております。 

以上で、説明を終わりますが、繰り返しとなりますが、今回は、手数料や審

議会への諮問等について規定を予定している法施行条例の案について、ご

審議をお願いいたします。 

議 長  ありがとうございました。それでは、質疑応答に移ります。委員の皆様から質

問等はありますか。 

田 中 所 長  本日欠席している近藤委員より事前に質問及び意見をいただきましたので、

事務局で代読させていただきたいのですが、よろしいでしょうか。 

議 長  近藤委員の質問及び意見をお聞きしたいと思います。それでは事務局から

事前にいただいた質問及び意見と事務局の回答をお願いいたします。 

田 中 所 長  ⑴ 「素案」に寄せられたご意見と市の考え方のうち「市の考え方」について 

 第１段落では、「代理人請求」の件数増加及び「委任関係の確認」に時間を

要する旨が記載されていますが、第２段落は「請求に係る個人情報の内容」に

よっては１５日以内で決定できるよう努めてまいりますと記載されております。 
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 この点、第１段落では代理人請求という請求方法について記載がされている

一方で、第 2段落では内容について記載がなされているように思われ、整理と

しては不十分のように感じました。 

 文章を読む限りでは、法施行前はいかなる内容であっても原則として１５日

以内で決定していたものであることに鑑みれば、条例制定後でも「件数が集中

しなかった場合」とか、「代理人の確認が不要な本人請求の場合」には１５日

以内に決定できるという意味で記載していただいているのかなと思いました。 

 文言を整理して頂けたらと思います。 

 ⑴についての回答 

 確かに、請求に係る個人情報の内容の他にも１５日以内で決定できる場合

はございますので、委員のご意見につきましては、「代理人の確認が不要な本

人請求の場合」や「一定の期間に請求の件数が集中しなかった場合」につき

まして、市の考え方に加えさせていただきます。 

 ⑵ 所沢市個人情報保護法施行条例（案）附則第３条について 

 細かい点ですが、附則第３条の上から５行目には「による その職務」として

空白があり、７行目には「責務 については」として空白がありますが、これは

通常の用法でしょうか。 

 気になりましたので、質問させていただきました。 

 ⑵についての回答 

 こちらにつきましては、条例を検討する作業において数か所にわたり空白を

設定したものと認識しておりますが、その削除が漏れたものと考えておりまし

て、通常の用法ではございません。申し訳ありませんが、委員の皆様におか

れましては、空白はないものとしてご検討いただければと存じます。 

 ⑶ 所沢市個人情報保護法施行条例（案）の内容について 

 最後に条例の内容については、特段問題はないと考えています。 

 ⑶についての回答 

 ご意見として承りました。 

議 長  ただ今の近藤委員からの質問及び意見に対する事務局の回答について委

員の皆様から何かありますでしょうか。 

委 員  （質問等なし） 

議 長  その他に委員の皆様から質問等はありますか。 

田 口 委 員  ⑴ 匿名加工情報について 

（資料 No.１の）資料３の３ページに「（参考）今回の条例制定では規定しな

いもの」として、「要配慮個人情報」と「匿名加工情報」について記載されてい

ます。その中の「匿名加工情報」についてですが、個人情報保護法における

匿名加工情報の規定は、先ほど田中所長からご説明がありましたように、官民
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の大量の電子データ、いわゆるビッグデータについて、データの中に含まれる

個人情報を、特定の個人が識別できないように加工し、それを企業等に提供

することによって、新しい事業活動などに利活用していこうという仕組みと理解

しています。 

そうした匿名加工情報の仕組みが、今回の法改正により、都道府県や政令

指定都市など規模の大きい地方公共団体に導入される予定ということです

が、そうした大規模自治体においては、どのような情報が匿名加工の対象とし

て想定されているのでしょうか。 

一方、本市においては、新しい「条例施行時点での導入を見送るが、その

必要性等については、今後調査・研究していく」とのことですが、本市のような

人口３０万人台程度の中規模自治体では、どのような情報の、どのような利活

用が将来想定されるのでしょうか。 

 ⑵ 「個人情報」の定義について 

同資料５の表の中の上から２段目、「個人情報」の定義に関し、左側の「現

行（条例）」欄で、条例第２条第１項として、「（他の情報と組み合わせると識別

できるものを含む）」とありますが、現行条例の第２条第１項は、「実施機関」の

定義ですので、ここは第２条第２項の誤りではないでしょうか。 

また、条例第２条第２項は「個人情報」の定義が規定されていますが、かっ

こ書きのようなことが直接書いてあるわけではありません。これは、おそらく、条

例第２条第２項の「特定の個人が識別され、又は識別され得るもの」という規定

は、他の情報と組み合わせると特定の個人が識別できるものを含むと解釈さ

れているということではないかと思います。そうだとすれば、この資料でも、

「（他の情報と組み合わせると識別できるものを含むと解されている）」というよう

な形で記載したほうがよいのではないでしょうか。 

なお、右側の欄で、［法第２条第１項第１号］が引かれており、そこにかっこ

書きで「（他の情報と容易に組み合わせると識別できるものも含む）」と記載さ

れていますが、これは、法の第２条第１項第１号にかっこ書きでその旨明記さ

れていますので、バランスをとるために左側の欄は、解釈であることが分かるよ

うに記載しておいた方がいいのではないでしょうか。 

 ⑶ 審議会について 

同資料５の２ページ目、「審議会」の「所掌事務」の右側の「新制度（個人情

報保護法）」欄に、「・個人情報保護制度等の運営に関する重要事項（個人情

報の取得、利用、提供等の類型的な審議会への諮問は不可）」と記載されて

いるのですが、これが個人情報保護法等のどこに規定されているのか疑問に

思い、様々なところを見てみましたが、なかなか見つかりませんでした。 

その結果、だんだんと分かってきたのですが、私は、この表を最初に見たと
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きに、表の頭に「新制度（個人情報保護法）」とありましたので、この右の欄は、

個人情報保護法の新しい仕組みを整理していただいているのかと思ったので

すが、よく見ると、個人情報保護法の新しい仕組みに加えて、それを踏まえ

て、今回、所沢市で考えておられる新しい条例の内容も合体してこの欄に記

載しておられるのだと気付きました。 

そうだとすれば、この表の頭の右の欄は、「新制度（個人情報保護法・新条

例）」というような形で明記しておいていただいたほうがよいのではないでしょう

か。 

なお、この欄の「（個人情報の取得、利用、提供等の類型的な審議会への

諮問は不可）」という点は、法律や政令にそう書いてあるのではなく、改正後の

個人情報保護法第１２９条で、「個人情報の適正な取扱いを確保するため専

門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要であると認めるとき、」とありま

すので、そこには、個人情報の取得、利用、提供等の類型的な諮問は含まれ

ないと解釈されるということかと思われますので、その点についても、誤解のな

いように記述する必要があるのではないかと思います。 

以上３点、ご質問させていただきます。 

議 長 それでは実施機関から回答をお願いします。 

田 中 所 長  ⑴ 匿名加工情報について 

（資料 No.１の）資料３の３ページにあります匿名加工情報につきましては、

地方公共団体においては令和５年度以降に導入する制度でございます。ま

た、本市においては条例制定時期の導入を見送る予定であり、匿名加工情

報の必要性については今後調査研究していくため、具体的な事例研究は行

っておりません。 

しかし、国や一部の地方公共団体においては、非識別加工情報の提案の

募集の仕組みを整備している団体がございます。個人情報保護委員会により

ますと、都道府県では和歌山県と鳥取県、市では千葉県市川市（人口約４９

万人）と栃木県矢板市（人口約３万１千人）がこの制度を導入しているとのこと

でございます。その運用状況等をもとにお答えいたします。 

「大規模自治体においては、どのような情報が匿名加工の対象として想定

されているのでしょうか。」とのご質問ですが、和歌山県では県税に関する情

報等が非識別加工情報の提案の募集の対象となっております。他にも様々な

情報が含まれておりますが、個人情報ファイル簿を作成しまして、その中で所

管課が非識別加工情報の提案を受けられると実施機関が判断したものにつ

いて、提案の募集ができるということになっております。 

実際に、和歌山県の運用状況によりますと令和元年度から当該制度を始め

ているとのことですが、令和元年度から令和３年度までで民間等からの提案の
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募集はなかったとのことでした。令和４年度の民間等からの提案の募集は、８

月に開始されたとのことから結果についてはまだ把握しておりません。 

続きまして、「本市のような人口３０万人台程度の中規模自治体では、どのよ

うな情報の、どのような利活用が想定されるのでしょうか。」とのご質問につきま

しては、実際にはほとんどの自治体が当市と同じように１２月議会で法施行条

例の制定又は改正に関する議案を提出し、令和５年４月１日に向けて準備を

進めていく流れであることから、具体的な事例の実績については確認できま

せんでした。 

しかしながら、非識別加工情報制度になりますが、千葉県市川市では令和

元年１２月に開催された市の個人情報保護審議会において、非識別加工情

報提供制度の実施状況について報告がなされております。 

この報告によりますと、令和元年７月に非識別加工情報提供制度を開始

し、同月の２５日に民間企業１社から事業提案を受けております。その後同年

１１月に非識別加工情報の利用に関する契約の締結の申込書が提出され、

同年１１月１８日に契約を締結しております。次に、実施状況の中で今後の予

定ということで令和２年１月下旬までにデータを抽出し、加工を完了し、令和２

年２月に加工物の確認を行った上で、同年２月下旬までに加工物の提供を完

了する予定となっておりました。次に、当該非識別加工情報の契約の概要と

いうことで、個人情報ファイルの名称として、介護保険システム、健康管理シス

テム、国保総合システム、市民税オンラインシステムとの記載がありました。ま

た、当該非識別加工情報の本人の数は、介護サービスの利用者１万３千人分

と記載されておりました。次に、どのような情報を利用していくかということで、

利用の目的は介護費、医療費及び要介護度を予測するためと記載されてお

りました。 

以上、こちらの事例につきましては、新聞記事として取り上げられまして、そ

の後の令和２年度及び令和３年度につきましては、市川市のホームページ等

を見る限り、非識別加工情報の提案の募集は見当たりませんでしたが、ご質

問の本市のような人口３０万人台程度の中規模自治体においては、医療、介

護の情報や先ほど申し上げた都道府県における納税の情報についても非識

別加工情報の対象になると考えられます。 

議 長 今の説明についてよろしいでしょうか。 

田 口 委 員 匿名加工情報という仕組みは、言葉が難しいため馴染みにくいのですが、

要は１０年ほど前になりますが、JR東日本が Suicaの利用データを事前に公表

せずに外部の企業に販売していたことが明らかになり、消費者の反発を呼ん

だことから、特定の個人が識別できないように処理をして利用することについ

て、しっかりとルール化をしようということで２０１５年の法改正により、匿名加工
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情報という仕組みができたかと思います。 

それが今回の法改正で都道府県及び政令指定都市も対象になり、令和５

年４月から導入されることになりますが、今のお話を聞く限りでは、匿名加工情

報という仕組みはできましたが、その中身はほとんど具体的には想定されてい

ない状況であるように思われます。本市のような中規模自治体ですと、すぐに

市民税の納税状況や介護サービスに係る情報などを匿名加工して民間事業

者に提供するということは、まだ具体的に想定されているわけではないというこ

とだと思います。先ほどのお話にもあった千葉県市川市のように部分的に実

施する自治体はあるかもしれませんが、あまり使われていないというのが実態

なのかと感じたところです。 

このような実態からしますと、本市の保有する、ある程度規模の大きい個人

情報データに関し、現時点では「匿名加工情報」の仕組みが適用されそうなも

のが特になく、民間事業者への提供によって新たなビジネスの育成につなが

り得るような状況も特に想定されていないという現状に鑑みると、今回の条例

施行時に、この仕組みを導入する必要はないと考えます。 

ただ、IT化は今後もさらに進み、ビジネス環境は急速に変化していきますの

で、匿名加工情報の仕組みについては、各方面からのニーズも踏まえて、今

後検討していくことが重要であると思います。 

同様に（資料 No.１の）資料３の３ページにあります「要配慮個人情報」の仕

組みについても、これは、個人情報保護法の規定を越えて、当該自治体に特

有の、いわば機微にわたるような要因や事情がある場合に、その自治体での

み適用される「要配慮個人情報」の仕組みを条例で特別に定めることができる

というものかと思います。 

しかし、本市においては、そのような特有の要因や事情は思い当たりません

ので、今回の条例施行時点で、その仕組みを特に規定しないのは妥当だと考

えます。 

田 中 所 長 ⑵ 「個人情報」の定義について 

（資料 No.１の）資料５にあります「個人情報」の定義についてですが、田口

委員のご指摘のとおりです。資料５の左側の欄の個人情報の現行（条例）の

「個人情報」に記載されている条文ですが、条例第２条第１項ではなく、条例

第２条第２項に訂正させていただきます。また、こちらの括弧書きにつきまして

は、個人情報保護条例の手引における解釈により定義されておりまして、田口

委員のご指摘のとおりですので「（他の情報と組み合わせると識別できるもの

を含むと解されている）」と修正させていただきます。本審議会につきまして

は、配布させていただいたままの形で進めさせていただきますが、今後、様々

な研修や議会などで説明させていただく際の資料の１つになる場合も考えら
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れますので、資料の修正等で対応していきたいと考えております。 

なお、右の欄の新制度（個人情報保護法）の「個人情報」に記載されている

「（他の情報と容易に組み合わせると識別できるものも含む）」と記載されてい

る部分ですが、先ほど田口委員からもご意見がありましたように、こちらは個人

情報保護法に規定されております。このことから括弧書きの部分までが条文に

規定されていることを分かりやすく示すために、「［法２条 1 項１号］」の記載を

「（他の情報と容易に組み合わせると識別できるものも含む）」の後ろに記載す

る形に修正させていただきます。 

田 口 委 員 質問の２点目については、分かりました。ありがとうございます。 

田 中 所 長 ⑶ 審議会について 

（資料No.１の）資料５の裏面の審議会の所掌事項については、田口委員の

ご指摘のとおりです。右の欄の「（個人情報の取得、利用、提供等の類型的な

審議会への諮問は不可）」の記載につきましては、個人情報の保護に関する

法律についてのガイドライン、事務対応ガイドに記載されておりますので、

「（ガイドライン等により、個人情報の取得、利用、提供等の類型的な審議会へ

の諮問は不可であると解されている）」という文言に修正させていただきます。 

なお、個人情報保護制度等の運営に関する重要事項でございますが、今

後匿名加工情報の提案募集の制度を開始するに当たり、手数料の額を条例

で定めるときなどの所沢市個人情報保護法施行条例の改正については、審

議会の諮問事項となります。また、事務対応ガイドにおいてはサーバーセキュ

リティに関して専門的な知見に基づく意見を求める場合には、審議会に諮問

することができるとされておりますので、先ほど安全管理措置についてご説明

した所沢市情報セキュリティポリシーについての改正を行う際に専門的知見に

基づく意見を踏まえた審議が必要であると合理的に判断されるときは審議会

に諮問することができるとのことで、個人情報保護委員会より情報の提供をい

ただいております。 

議 長 今の説明についてよろしいでしょうか。 

田 口 委 員 ありがとうございました。質問させていただいた点につきましては承知いたし

ました。 

そこで、条例全般について意見を申し上げさせていただきますと、今回の

法改正は、個人情報の保護ルール自体については、「全国共通ルール」とし

て、基本的に個人情報保護法のルールに委ねることとし、各自治体独自のル

ールは必要最小限にとどめるという考え方に基づくものと考えます。 

今回、提示された新しい所沢市個人情報保護法施行条例の案は、そうした

考え方に即したものとなっており、また、それによって本市の個人情報保護の

レベルがこれまでより何らか低下するということはないと考えられますので、全
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体として妥当だと考えます。 

田 中 所 長 ご意見として承りました。ありがとうございます。 

議 長 その他に質問等はありますか。 

藤 本 委 員 内容全体の枠組みや本日の審議の対象、内容については、田口委員がま

とめてくださりましたので、私の疑問点については収まったのですが、細かい

点になるのですが、（資料 No.１の）資料３の３ページにあります匿名加工情報

について、「今後調査・研究してまいります。」と記載されていますが、具体的

にどのようなやり方で行っていくのでしょうか。それとも、こちらの記載はあくま

で一般的な表記であって、今後もう少し検討等をしていく必要があるという意

味で記載しているということでしょうか。 

議 長 それでは実施機関から回答をお願いします。 

田 中 所 長 先ほど田口委員からのご質問でもお答えをいたしましたが、匿名加工情報

の前身である非識別加工情報においても提案数が少なく、ほとんど事例がな

いというのが現状です。また、令和５年度から都道府県及び政令指定都市に

おいて匿名加工情報の提案募集が開始されることから、まずは匿名加工情報

の提案募集を開始した自治体の実施状況を確認したいと考えております。 

個人情報保護法につきましては、おおむね３年ごとに改正を行うことになっ

ております。今回は令和３年の改正法でしたので、推測になりますが令和６年

頃に改正される可能性があります。令和３年の改正法では、匿名加工情報の

提案募集については、政令指定都市を除く市町村については任意とされてお

りますが、提案募集を実施する自治体はかなり限られたものになると思われま

す。私がお聞きしている情報では、以前に当市に照会いただいた茨城県つく

ば市では、オープンデータの利活用を推進しておりまして、実際に令和５年４

月に向けて、匿名加工情報の利用に関する契約に係る手数料を定める方向

で考えているとのことでしたので、令和５年４月以降、実施状況等を確認して

どのような提案があったのかなどについて確認していきたいと思います。いつ

までに開始するかは未定ですが、それらを踏まえて、当市ではどのようなこと

ができるのかを研究していきたいと思います。 

また、どのようにして匿名加工を行うのかが具体的にイメージがつかめてお

りませんので、まず、具体的に匿名加工を行うイメージつかんだ上で、研修等

で職員等に提示しながら匿名加工情報の提案募集の実施の方法を探ってい

きたいと考えております。 

藤 本 委 員 ありがとうございました。状況は分かりました。 

議 長 その他に質問等はありますか。 

長 田 委 員 （資料 No.１の）資料３の３ページに「（参考）今回の条例制定では規定しな

いもの」として、「要配慮個人情報」と「匿名加工情報」について記載されてい
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ます。その中の「要配慮個人情報」についてですが、条例から法に規定が変

わりますが、その中で気になったところが個人情報保護条例で規定されている

「犯罪に関する情報」が個人情報保護法でははっきりと規定されていないよう

に見受けられるのですが、何か意味があるのでしょうか。個人情報保護条例と

個人情報保護法の要配慮個人情報の文言を見比べるとおおよそ同じような内

容になっているので気になりました。 

田 中 所 長 個人情報の保護に関する法律についての事務対応ガイドには、今回のお

配りした資料には書ききれなかった内容があります。実際に項目だけですが

挙げさせていただきますと、人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、犯

罪により害を被った事実、身体障害・知的障害・精神障害（発達障害を含

む。）その他の規則で定める心身の機能の障害があること、健康診断等の結

果に基づき、又は疾病、負傷その他の心身の変化を理由として、本人に対し

て医師等により心身の状態の改善のための指導又は診療若しくは調剤が行

われたことといった様々な要配慮個人情報が記載されております。 

田 口 委 員 田中所長から個人情報保護法の事務対応ガイドのご説明をいただきました

が、そのおおもとは個人情報保護法第２条第３項に定義が規定されており、法

文上に書き込まれております。資料５には、「人種、信条、社会的身分、病歴

など」でこの「など」で包含的にしておりますが、個人情報保護法第２条第３項

で「本人の人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、犯罪により害を被っ

た事実その他本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じないよう

にその取扱いに特に配慮を要するもの」ということでバスケットクローズ（包括

的な条項）としているわけで、犯罪歴に関しては、個人情報保護法に例示で

規定されておりますので、要配慮個人情報として厳格な取扱いがなされる形

になっております。 

田 中 所 長 田口委員のおっしゃるとおりでございます。 

議 長 その他に質問等はありますか。 

松 本 委 員 （資料 No.１の）資料５の裏面にあります「安全管理措置」の中の情報セキュ

リティポリシーの取扱いというのは新制度になりますとどうなるのでしょうか。 

議 長 それでは実施機関から回答をお願いします。 

田 中 所 長 情報セキュリティポリシーについては、個人情報保護法に規定されている安

全管理措置に適合しているかどうかについて、情報セキュリティポリシーの所

管課であるデジタル戦略課が確認をしているところでございます。 

松 本 委 員 些細なことですが、所沢市個人情報保護法施行条例案の第３条第２項で

「規則で定めるところ」とありますが、これは何を意味しているのでしょうか。 

高 橋 参 事 こちらは、所沢市個人情報保護法施行条例の下に位置する実務的なルー

ルとして規則を定めるということでございます。 
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松 本 委 員 私が先ほどお尋ねしたかったのは、規則名を記載して明確化しなくてよい

のかということであります。 

高 橋 参 事 条例の下に位置するもので、条例の委任に基づいて規則にて規定するとい

うことになります。条例の文言としては原案のとおりで進めてまいります。 

実際に規則を制定するときは、正式な規則名をつけまして実施してまいりま

す。地方公共団体が制定する条例の中には、所沢市個人情報保護法施行条

例案と同様に「規則」という文言だけを用いて、条例の委任に基づき定める事

項の制定形式を指定しているということでございます。 

今回の所沢市個人情報保護法施行条例第３条第２項で条例の委任事項は

規則で定めるということを示しているということでございます。 

松 本 委 員 附則第３条第１項から第３項までの経過措置なのですが、「前条の規定の

施行の際」、「前条の規定の施行前」、「前条の規定の施行の日」と微妙に書き

方が異なっているのは、何か意味があって、書き分けているのでしょうか。 

また、個人情報保護法の正式名称は「個人情報の保護に関する法律」です

が、条例の名称を「所沢市個人情報保護法施行条例」としているのはこのまま

で問題ないのでしょうか。 

田 中 所 長 附則第３条第１項から第３項までの経過措置に使用されている文言につき

ましては、各規定の内容により書き分けております。また、所沢市個人情報保

護法施行条例という題名に関するご質問についてですが、他市において、

「個人情報保護法施行条例」という名称で検討しているという団体が多くありま

した。また、確かに一部の団体では、「個人情報の保護に関する法律施行条

例」という名称で検討しているところもあるようです。元々個人情報保護制度自

体は地方公共団体が先行して条例として制定している経緯がございますの

で、「個人情報保護法」という文言が定着されているものと認識しております。 

議 長 今の説明についてよろしいでしょうか。 

松 本 委 員 はい、ありがとうございます。 

議 長 その他に質問等はありますか。 

委 員 （質問等なし） 

議 長 他にないようですので、審議の結果、諮問内容を認めるとした答申を出すと

いうことでよろしいでしょうか。答申書の作成については、事務局に案を作成し

ていただき、各委員にて確認を行うこととしますが、事務局はそれでよろしいで

すか。 

田 中 所 長 はい。 

議 長 審議のまとめに入る前に５分間の休憩を取りたいと思います。 

 （休憩５分） 

議 長 それでは再開いたします。 
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高 橋 参 事 答申の案を読み上げる前に、田口委員に事務局から確認させていただい

た点がございましたので、こちらを先に報告させていただいてもよろしいでしょ

うか。 

議 長 それでは、事務局から報告をお願いいたします。 

高 橋 参 事 本日、田口委員から３つご質問等をいただいた中で、審議会におけます個

人情報に関わる類型的な諮問についてですが、今後は審議会の権限として

はなくなり、国が示したガイドライン、事務対応ガイド等法令の解釈の指針に

基づいて適正に対応していくとご説明し、議論がありました。その前に事務局

の説明で１点説明から漏れておりましたので、報告させていただきます。 

ガイドライン、事務対応ガイドの他に改正された個人情報保護法の中で、国

における個人情報保護委員会が地方公共団体を監視・監督、指導する規定

がございます。また、新たな個人情報保護制度が始まる前ですが、条文等を

立案する際に、必要があれば個人情報保護委員会に照会等をして、助言を

受けながら事務を進めていくことができます。条文中にも第９条においては

「地方公共団体へ委員会における支援」に関する旨の規定、第１６６条には

「地方公共団体による必要な情報の提供の求め」との見出しがあり、審議会へ

の類型的な諮問はなくなりますが、国が個別に相談等に応じる窓口を設置し

ておりまして、事務を行っていく中で疑義等が生じた場合はそちらに助言を求

めたり、指導をいただいたりすることができます。以上、田口委員の３つ目のご

質問に際しての説明で漏れてしまっておりましたので、説明をさせていただき

ました。 

ご説明させていただいた内容を踏まえて、答申の案を作成してみましたの

で、読み上げさせていただきたいと思いますがよろしいでしょうか。 

議 長 それでは、事務局は、答申の案を読み上げてください。 

田 中 所 長 答申の文面について、確認させていただきます。 

「諮問第９２号答申 

本件諮問の対象は、所沢市個人情報保護法施行条例についてです。 

個人情報保護法改正に伴い、現条例を廃止し、所沢市個人情報保護法施

行条例を制定することは必要であるため、諮問の内容を認めます。 

また、同法の趣旨や目的等に照らしてみると、所沢市個人情報保護法施行

条例（案）の内容は、開示請求の手数料や当審議会への諮問等の条例で定

めることができる事項等を規定することについては適当であると考えますが、

具体的な運用に際しては、個人情報の保護に関する法律についてのガイドラ

イン、事務対応ガイド等に基づき、個人情報の取扱いに問題が生じることのな

いよう、適宜、個人情報保護委員会に対し、必要な情報の提供又は技術的な

助言を求めながら、適切に対応することを求めます。」 

以上でよろしいでしょうか。 

議 長 委員の皆様は、それでよろしいですか。 
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委 員 （了承） 

 議事（２） 報告事項 

議 長 続きまして、議事（２）報告事項に移ります。報告事項１件について、事務局

から説明をお願いします。 

木野田主事 ⑴ 防犯カメラの設置に関する報告（資料No.２） 

令和４年６月１日から令和４年８月３１日までの期間に、リサイクルふれあい

館の１件について新規設置の報告がありました。詳細は資料のとおりとなりま

す。 

議 長 ただいまの説明について、委員の皆様から質問や意見はありますか。 

委 員 （質問等なし） 

議 長 その他に質問等はありますか。 

委 員 （質問等なし） 

 議事（３） その他 

議 長 それでは議事（３）その他に移ります。事務局から何かございますか。 

田 中 所 長 次回の日程について説明し、後日、日程調整を行うことを報告 

議 長 委員の皆様からは何かございますか。 

特に無いようですので、本日の審議を終了いたします。 

以後の進行を事務局へお返しいたします。 

高 橋 参 事 ・会議の閉会を宣言 

以上 


